
安城市住宅省エネ改修促進補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、既存住宅の省エネルギー（以下「省エネ」という。）化を推

進するため、民間の既存住宅の所有者等が行う民間住宅省エネ改修事業に要する

経費について、当該事業を実施する者に対し、社会資本整備総合交付金交付要綱

（平成２２年３月２６日付け国官会第２３１７号国土交通事務次官通知）及び愛

知県民間住宅省エネ改修事業費補助金交付要綱（令和６年３月２５日付け第７６

７号通知。以下「県要綱」という。）に基づき、予算の範囲内で交付する安城市

住宅省エネ改修促進補助金（以下「補助金」という。）に関し、安城市補助金等

の予算執行に関する規則（昭和３９年安城市規則第１６号。以下「規則」という。

）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号の定めると

ころによる。 

（１）住宅 市内に存する１戸建ての住宅、長屋及び共同住宅（店舗等の用途を兼

ねるもの（店舗等の用に供する部分の床面積が延べ面積の２分の１未満のもの

に限る。）を含み、国、地方公共団体その他公の機関が所有するもの及び住宅

の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律第８１号）第２条第２項に

規定する新築住宅を除く。）をいう。 

（２）ＺＥＨ水準 日本住宅性能表示基準（平成１３年国土交通省告示第１３４６

号。以下「表示基準」という。）に定める断熱等性能等級５（結露の発生を防

止する対策に関する基準を除く。）及び一次エネルギー消費量等級６の基準を

満たす省エネ性能の水準をいう。 

（３）ＢＥＬＳ 建築物のエネルギー消費性能に関し販売事業者等が表示すべき事

項及び表示の方法その他建築物のエネルギー消費性能の表示に際して販売事業

者等が遵守すべき事項（令和５年国土交通省告示第９７０号）における表示す

べき事項に関する第三者による評価をいう。 

（４）管理組合 建物の区分所有等に関する法律（昭和３７年法律第６９号。以下

「区分所有法」という。）第３条若しくは第６５条に規定する団体又は区分所

有法第４７条第１項（区分所有法第６６条において準用する場合を含む。）に

規定する法人をいう。 



（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次

に掲げるもので、第８条の規定による補助金の交付決定後に契約し、及び市長が

別に定める日までに完了するものとする。 

（１）次号の改修に係る計画の策定 

（２）次のいずれかに該当する改修を対象住宅に行うもの（以下「省エネ改修」と

いう。） 

  ア 全体改修 ＺＥＨ水準を満たす改修で、改修後の住宅がＢＥＬＳ等の評価

又は認証を受けているもの（受ける予定であるものを含む。） 

  イ 構造補強工事 全体改修と併せて実施する工事で、次のいずれかに該当す

るもの 

   （ア）構造計算により構造安全性が確認できるもの 

   （イ）令和７年４月に施行された建築基準法における壁量及び小径の基準に

より構造安全性が確認できるもの 

ウ 部分改修 住宅の部分について県要綱別表１－１に定める改修（２以上の

開口部の改修を行うものに限る。）で、ＺＥＨ水準の仕様を満たすもの 

２ 前項の対象住宅は、次の各号のいずれにも該当する住宅とする。 

（１）地震に対する安全性が県要綱別表１－２に定めるＺＥＨ水準への改修を行う

場合の確認方法により確認できるもの 

（２）補助対象事業の実施前にＺＥＨ水準を満たしていないもの 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、補助対

象事業を実施する住宅の所有者（共同住宅における区分所有法第２条第２項に規

定する区分所有者を含む。）又は共同住宅の管理組合で、次の各号のいずれにも

該当する者とする。 

（１）安城市暴力団排除条例（平成２４年安城市条例第１７号）第２条第２号に規

定する暴力団員又は同条第１号に規定する暴力団若しくはこれらの者と密接な

関係を有しない者 

（２）交付申請日及び実績報告日において市税の滞納がない者 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補

助対象事業に要する費用のうち、次に掲げるもの（国、地方公共団体その他の者



が行う補助その他の給付を受けた又は受ける予定がある場合は、当該給付の対象

である部分に係るものを除く。）とする。 

（１）第３条第１項第１号に掲げる事業に要する費用のうち次に掲げるもの 

ア 省エネ改修を行うために必要な調査、設計及び計画に係るもの 

イ 設計又は改修内容についてＢＥＬＳ等の評価又は認証を受けるために必要

なもの 

（２）全体改修又は部分改修に要する費用のうち次に掲げるもの 

  ア 県要綱別表１－１の「１ 開口部や躯体等の断熱化に係る改修工事」に定

める工事に係るもの（ただし、同表のＺＥＨ水準に係るモデル工事費により

算定される額を上限額とする。） 

  イ 県要綱別表１－１の「２ 設備の効率化に係る工事」に定める工事に係る

もの（ただし、同表のモデル工事費により算定される額とアの規定により算

定される額のいずれか低い額を上限額とする。） 

（３）構造補強工事に要する費用 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、前条各号の規定により算定した費用を合計した額に５分の

４を乗じて得た額（１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額

）又は７０万円のいずれか低い額とする。 

２ 同一の住宅（区分所有に係る共同住宅にあっては、住居）に対する補助金の交

付は、１回を限度とする。 

（補助金の交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする補助対象者（以下「申請者」という。）は、

市長が別に定める日までに、安城市住宅省エネ改修促進補助金交付申請書（様式

第１）に別表第１に定める書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、申請者が、同項の規定による申請を安城市行政手続

等における情報通信の技術の利用に関する条例（平成１８年安城市条例第７号。

以下「オンライン条例」という。）第３条第１項の規定により行う場合で、安城

市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例施行規則（平成１８年

安城市規則第１６号）第３条第２項の規定により前項の書類に記載すべき事項を

当該者の使用に係る電子計算機から送信するときは、同条第３項の規定により当

該書類の提出を省略するものとする。 

３ 申請者は、第１項の規定による申請をオンライン条例第３条第１項の規定によ



り行う場合には、必要事項を記入し、及び氏名を自署又は記名押印をした第１項

の申請書の画像情報を送信しなければならない。 

（補助金の交付決定） 

第８条 市長は、補助金の交付を決定したときは、安城市住宅省エネ改修促進補助

金交付決定通知書（様式第２）により申請者に通知するものとする。 

（事業内容の変更等） 

第９条 補助金の交付の決定を受けた申請者（以下「交付決定者」という。）は、

当該決定に係る補助対象事業の内容を変更しようとするときは、安城市住宅省エ

ネ改修促進事業計画変更申請書（様式第３）に別表第２に定める書類を添えて市

長に提出し、承認を受けなければならない。ただし、当該変更が６月未満の事業

完了予定日の延長（第３条第１項の市長が別に定める日までの延長に限る。）又

は補助金の額の変更を伴わない工事内容の軽微な変更である場合は、この限りで

ない。 

２ 市長は、前項の規定による申請について、内容を審査し適当と認めたときは、

安城市住宅省エネ改修促進事業計画変更承認通知書（様式第４）により交付決定

者に通知するものとする。 

３ 交付決定者は、補助対象事業を中止又は廃止しようとするときは、安城市住宅

省エネ改修促進事業中止（廃止）申請書（様式第５）を市長に提出し、承認を受

けなければならない。 

４ 市長は、前項の規定による申請について、内容を審査し適当と認めたときは、

安城市住宅省エネ改修促進事業中止（廃止）承認通知書（様式第６）により交付

決定者に通知するものとする。 

５ 第７条第２項及び第３項の規定は、第１項及び第３項の規定による申請をオン

ライン条例第３条第１項の規定により行う場合について、準用する。 

（完了実績の報告） 

第１０条 交付決定者は、補助対象事業が完了したときは、市長が別に定める日ま

でに、安城市住宅省エネ改修促進事業実績報告書（様式第７）に別表第３に定め

る書類を添付して市長に提出しなければならない。 

２ 第７条第２項及び第３項の規定は、前項の規定による報告をオンライン条例第

３条第１項の規定により行う場合について、準用する。 

（交付決定の取消し等） 

第１１条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、



交付決定の全部又は一部を取り消し、また既に交付した補助金があるときは、そ

の全部又は一部の返還を命ずることができる。 

（１）虚偽の申請その他不正の行為により補助金の交付を受け、又は受けようとし

たとき。 

（２）この要綱又は関係法令に違反する行為があったとき。 

２ 市長は、前項の規定により交付決定を取り消したときは、安城市住宅省エネ改

修促進補助金交付決定取消通知書（様式第８）により交付決定者に通知するもの

とする。 

（財産の処分の制限） 

第１２条 交付決定者は、補助金の交付を受けて効用が増加した財産（以下「交付

対象財産」という。）については、補助事業が完了した日から１０年（減価償却

資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）において定める

耐用年数が１０年未満のものにあっては、当該耐用年数。以下「処分制限期間」

という。）を経過する日までに市長の承認を受けずに、補助金の交付の目的に反

して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し又は廃棄（以下

「処分」という。）してはならない。ただし、交付決定者が交付された補助金の

全部を返還した場合は、この限りでない。 

２ 市長は、前項の規定による承認（譲渡等（交付対象財産を譲渡し、交換し、又

は担保に供することをいう。以下同じ。）に係るものに限る。）をするに際して

は、譲渡等の相手方が当該譲渡等の後、処分制限期間内に当該譲渡等に係る交付

対象財産を処分する際に市長の承認を得ることに同意し、かつ、その旨を確認で

きる書類を市長に提出することをその条件とする。 

（会計帳簿等の整備等） 

第１３条 交付決定者は、補助対象事業の収支状況を記載した会計帳簿その他の書

類を整備し、事業が完了した日の属する年度の翌年度の４月１日から起算して５

年間保存しておかなければならない。 

（その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和７年６月２日から施行する。 

 

 



別表第１（第７条関係） 

提出書類 

区分 
書類の名称 備考 

様  式 内訳書（様式第１－１） 実際の工事費は見積額を記載 

添付書類 住宅の所有者、建築年及び延べ面積が

分かる書類 

名寄せ（土地・家屋）、登記

事項証明書等（直近３か月以

内に発行されたものに限る。

） 

位置図 住宅の配置が分かる住宅地図

等 

改修室、改修部位、補助対象建材・設

備等を表示した関係図面 

平面図、立面図、断面図等 

見積書（省エネ改修に係る費用及び補

助対象建材、設備等の内訳、仕様等が

確認できるもの）の写し 

補助対象経費とそれ以外の明

細が分かるもの 

ＢＥＬＳ評価書等（交付申請時点で評

価・認証の取得ができていない場合

は、評価申請書及び添付書類一式）の

写し（全体改修の場合に限る。） 

 

第３条第１項第３号ア又はイのいずれ

かに該当することが確認できる書類（

ＺＥＨ水準を満たす全体改修と併せて

構造補強工事を実施する場合に限る。

） 

壁量計算書、構造計算書等 

現況写真等（全景写真及び改修する部

位の写真） 

 

県要綱別表第１－２に掲げるＺＥＨ水

準への改修を行う場合の確認方法によ

り地震に対する安全性が確認できる書

類又は本工事に併せて耐震改修を行う

ことが確認できる書類 

耐震改修補助事業交付決定通

知書等 



 市税を滞納していないことを証する書

類（市長が市税の滞納状況に関する資

料を閲覧することについて同意してい

ない場合に限る。） 

市税の納税証明書（直近３か

月以内に発行されたものに限

る。） 

 他の補助金等の申請書の写し（該当が

ある場合に限る。） 

 

 その他市長が必要と認める書類  

 

別表第２（第９条関係） 

提出書類 

区分 
書類の名称 備考 

様  式 内訳書（様式第１－１）  

添付書類 別表第１に掲げる添付書類のうち、交

付決定（又は直近の変更交付決定）時

から変更となる事項を示すもの 

 

その他市長が必要と認める書類  

 

別表第３（第１０条関係） 

提出書類 

 区分 
書類の名称 備考 

様  式 内訳書（様式第１－１）  

施行チェックリスト（様式第７－１

） 

施工業者が確認したもの 

添付書類 契約の事実が確認できる書類の写し 契約書等 

支払いを証する書類の写し 領収書等 

工事施工中の写真  

工事完了後の写真 仕様（製品型番号等）が分か

る写真 

出荷証明書の写し  

市税を滞納していないことを証する書 

類（市長が市税の滞納状況に関する資 

市税の納税証明書（直近３か

月以内に発行されたものに限 



 る資料を閲覧することについて同意し 

ていない場合に限る。） 

る。） 

 ＢＥＬＳ評価書等の写し（申請時に未

提出の場合に限る。） 

 

 その他市長が必要と認める書類  

 


